
Ｉ

Ｋ

Ｇ

の

 

 

旅

館

経

営

再

生

塾 

 

第

一

七

回 

 

中

小

会

社

会

計

基

準

の

有

効

活

用

に

つ

い

て

 

そ

の

二

 

  

（

執

筆

 

中

村

尚

和

） 

 

「

中

小

会

社

会

計

基

準

」

の

概

要

に

つ

い

て

は

前

回

述

べ

た

通

り

で

あ

る

。

今

回

は

当

基

準

を

採

用

し

た

場

合

に

受

け

ら

れ

る

無

担

保

融

資

制

度

に

つ

い

て

紹

介

す

る

。

 

「

中

小

会

社

会

計

基

準

」

を

活

用

し

た

無

担

保

融

資

制

度

は

、

税

理

士

の

顧

問

先

で

あ

る

中

小

会

社

が

「

中

小

会

社

会

計

基

準

」

に

従

っ

て

決

算

書

を

作

成

し

、

税

理

士

が

証

明

し

た

「

中

小

会

社

会

計

基

準

に

関

す

る

チ

ェ

ッ

ク

･

リ

ス

ト

」

を

金

融

機

関

に

提

出

す

る

こ

と

に

よ

っ

て

、

融

資

申

込

み

が

出

来

る

も

の

で

あ

る

。

 

具

体

的

な

メ

リ

ッ

ト

と

し

て

は

、

優

遇

金

利

、

事

務

手

数

料

の

免

除

、

無

担

保

融

資

期

間

延

長

等

を

備

え

た

無

担

保

融

資

制

度

で

あ

り

、

税

理

士

の

関

与

先

が

依

然

と

し

て

厳

し

い

環

境

下

に

置

か

れ

て

い

る

現

状

に

お

い

て

、

期

待

さ

れ

る

新

融

資

商

品

と

言

え

る

。

日

本

は

従

来

か

ら

担

保

主

義

に

縛

ら

れ

た

金

融

で

あ

っ

た

が

、

税

理

士

が

当

基

準

に

従

っ

た

決

算

書

で

あ

る

こ

と

を

証

明

す

る

こ

と

に

よ

っ

て

、

担

保

の

有

無

に

左

右

さ

れ

な

い

企

業

業

績

を

重

視

し

た

金

融

を

組

め

る

こ

と

が

最

大

の

ポ

イ

ン

ト

で

あ

る

。

 

現

在

こ

の

無

担

保

融

資

制

度

を

行

っ

て

い

る

金

融

機

関

は

、

三

井

住

友

銀

行

、

横

浜

銀

行

、
三

浦

藤

沢

信

用

金

庫

、

埼

玉

り

そ

な

銀

行

、

岩

手

銀

行

、

百

十

四

銀

行

、

商

工

中

金

の

七

金

融

機

関

で

あ

る

が

、

今

後

は

さ

ら

に

増

え

て

い

く

も

の

と

思

わ

れ

る

。

 

 

今

後

こ

の

「

中

小

会

社

会

計

基

準

」

及

び

当

基

準

を

活

用

し

た

融

資

制

度

が

社

会

一

般

に

定

着

す

る

こ

と

に

期

待

し

た

い

。

 



 


